別表第３（第１１条第２項）
下水道事業受益者負担金減免基準
	該当条項
	対象
	減免率（％）
	摘要

	条例第８条第２項第１号
	国公立の学校及び幼稚園用地
	７５
	　

	
	国公立の社会福祉施設用地
	７５
	

	
	国公立の一般庁舎用地
	５０
	

	
	国公立の病院及び診療施設用地
	２５
	

	
	有料の公務員宿舎用地
	２５
	

	条例第８条第２項第２号
	国又は地方公共団体がその企業の
用に供している土地
	２５

	　

	条例第８条第２項第３号
	国又は地方公共団体が公共の用に
供することを予定している土地
	免除
	　

	条例第８条第２項第４号
	公の生活扶助を受けている受益者
その他これに準ずる特別の事情が
あると認められる受益者
	免除
	　

	条例第８条第２項第５号
	事業のため土地、物件、労力又は
金銭を提供した受益者
	提供された
土地、物件、
労力又は金
銭に対応す
る範囲で減
額
	　

	条例第８条第２項第６号
	宗教法人法及び墓地埋葬等に関す
る法律による土地
	墓地　免除
境内地
　５０
	　

	
	私立学校法第３条に規定する学校
法人が設置し管理する学校の用に
供している土地（管理者又は職員
等の住居に使用する建物の用地を
除く。）
	７５
	　

	
	社会福祉法第２条に規定する事業
で同法第２２条に規定する社会福
祉法人が経営する施設に係る土地
	７５
	　

	
	東日本旅客鉄道株式会社が直接そ
の本来の事業の用に供している土
地
	踏切及び駅
前広場 
１００ 
軌道用地、
駅舎及びプ
ラットホー
ム　 ３０ 
	　

	
	公道と同様に公衆の用に供してい
る私道
	免除
	　

	
	地区又は町会所有の会館、集会所
等の用に供している土地
	免除
	　

	
	国又は地方公共団体が指定した文
化財に係る土地
	免除
	　

	
	土地の状況により公共下水道施設
による汚水等の排除が不可能な土
地
	免除
	　

	
	管理者がその状況により特に減免
する必要があると認めた土地
	管理者が認
める率
	　



